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（
平
成
二
六
年
三
月
三
一
日
法
律
第
一
〇
号
）

一
、
提
案
理
由（
平
成
二
六
年
二
月
二
五
日
・
衆
議
院
財
務
金
融
委

員
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

）

○
麻
生
国
務
大
臣　

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
所
得
税
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
案
及
び
地
方
法
人
税
法
案
に
つ
き
ま
し
て
、
提
案
の
理

由
及
び
そ
の
内
容
を
御
説
明
申
し
上
げ
ま
す
。

ま
ず
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
つ
い
て
御
説
明
さ

せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

本
法
律
案
は
、
デ
フ
レ
不
況
か
ら
の
脱
却
と
経
済
再
生
、
税
制
抜
本
改

革
の
着
実
な
実
施
、
震
災
か
ら
の
復
興
支
援
な
ど
の
観
点
か
ら
、
国
税
に

関
し
、
所
要
の
施
策
を
講
ず
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

以
下
、
そ
の
大
要
を
申
し
上
げ
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

第
一
に
、
デ
フ
レ
不
況
か
ら
の
脱
却
と
経
済
再
生
に
向
け
、
生
産
性
向

上
設
備
投
資
促
進
税
制
の
創
設
、
研
究
開
発
税
制
、
中
小
企
業
投
資
促
進

税
制
及
び
所
得
拡
大
促
進
税
制
の
拡
充
、
復
興
特
別
法
人
税
の
廃
止
、
交

際
費
等
の
損
金
不
算
入
制
度
の
見
直
し
等
を
行
う
こ
と
と
い
た
し
て
お
り

ま
す
。

第
二
に
、
税
制
抜
本
改
革
を
着
実
に
実
施
す
る
た
め
、
給
与
所
得
控
除

の
上
限
の
引
き
下
げ
、
環
境
性
能
に
す
ぐ
れ
た
自
動
車
に
対
す
る
自
動
車

重
量
税
の
軽
減
措
置
の
拡
充
等
を
行
う
こ
と
と
い
た
し
て
お
り
ま
す
。

第
三
に
、
震
災
か
ら
の
復
興
を
支
援
す
る
た
め
、
復
興
産
業
集
積
区
域

に
係
る
即
時
償
却
制
度
の
延
長
等
を
行
う
こ
と
と
い
た
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、国
際
課
税
原
則
の
総
合
主
義
か
ら
帰
属
主
義
へ
の
見
直
し
、

税
理
士
制
度
の
見
直
し
等
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、
特
定
認
定
長
期
優
良
住

宅
の
所
有
権
の
保
存
登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
特
例
等
既
存
の
特

例
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
期
限
の
延
長
や
整
理
合
理
化
等
を
行
う
こ
と
と

い
た
し
て
お
り
ま
す
。

	

（
略
）	

以
上
が
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
及
び
地
方
法
人
税

法
案
の
提
案
の
理
由
及
び
そ
の
内
容
で
あ
り
ま
す
。

何
と
ぞ
、
御
審
議
の
上
、
よ
ろ
し
く
御
賛
同
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願

い
を
申
し
上
げ
ま
す
。

二
、衆
議
院
財
務
金
融
委
員
長
報
告（
平
成
二
六
年
二
月
二
八
日
）

○
林
田
彪
君　

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
両
法
律
案
に
つ
き
ま
し

て
、
財
務
金
融
委
員
会
に
お
け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
申
し

上
げ
ま
す
。

ま
ず
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
は
、
デ
フ
レ
不
況
か
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ら
の
脱
却
と
経
済
再
生
、
税
制
抜
本
改
革
の
着
実
な
実
施
、
震
災
か
ら
の

復
興
支
援
な
ど
の
観
点
か
ら
、
国
税
に
関
し
、
所
要
の
施
策
を
講
ず
る
も

の
で
あ
り
ま
す
。

	

（
略
）	

両
案
は
、
去
る
二
月
十
四
日
当
委
員
会
に
付
託
さ
れ
、
二
十
五
日
、
麻

生
財
務
大
臣
か
ら
提
案
理
由
の
説
明
を
聴
取
し
た
後
、
質
疑
に
入
り
、

二
十
六
日
に
は
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
し
、
古

本
伸
一
郎
君
外
一
名
か
ら
、
民
主
党
・
無
所
属
ク
ラ
ブ
の
提
案
に
係
る
修

正
案
が
提
出
さ
れ
、
趣
旨
の
説
明
を
聴
取
い
た
し
ま
し
た
。

本
日
、
質
疑
を
終
局
し
、
修
正
案
に
つ
い
て
内
閣
の
意
見
を
聴
取
し
た

後
、
両
案
及
び
修
正
案
を
一
括
し
て
討
論
を
行
い
、
順
次
採
決
い
た
し
ま

し
た
と
こ
ろ
、
修
正
案
は
賛
成
少
数
を
も
っ
て
否
決
さ
れ
、
両
案
は
い
ず

れ
も
賛
成
多
数
を
も
っ
て
原
案
の
と
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
し
ま
し

た
。な

お
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
し
附
帯
決
議
が

付
さ
れ
ま
し
た
こ
と
を
申
し
添
え
ま
す
。

以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

○
附
帯
決
議（
平
成
二
六
年
二
月
二
八
日
）

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

高
水
準
で
推
移
す
る
申
告
件
数
及
び
滞
納
税
額
、経
済
取
引
の
国
際
化
・

広
域
化
・
高
度
情
報
化
に
よ
る
調
査
・
徴
収
事
務
等
の
複
雑
化
に
加
え
、

近
年
の
国
税
通
則
法
の
改
正
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
伴
う
税
制
改

正
へ
の
対
応
な
ど
に
よ
る
事
務
量
の
増
大
に
鑑
み
、
適
正
か
つ
公
平
な
課

税
及
び
徴
収
の
実
現
を
図
り
、
歳
入
を
確
保
す
る
た
め
、
定
員
の
確
保
、

国
税
職
員
の
職
務
の
困
難
性
・
特
殊
性
を
適
正
に
評
価
し
た
給
与
水
準
の

確
保
な
ど
処
遇
の
改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環
境
の
整
備
に
特
段
の

努
力
を
払
う
こ
と
。

三
、参
議
院
財
政
金
融
委
員
長
報
告（
平
成
二
六
年
三
月
二
〇
日
）

○
塚
田
一
郎
君　

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
両
法
律
案
に
つ
き
ま
し

て
、委
員
会
に
お
け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

ま
ず
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
は
、
デ
フ
レ
不
況
か

ら
の
脱
却
と
経
済
再
生
、
税
制
抜
本
改
革
の
着
実
な
実
施
、
震
災
か
ら
の

復
興
支
援
な
ど
の
観
点
か
ら
、
国
税
に
関
し
、
所
要
の
施
策
を
講
じ
よ
う

と
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

	

（
略
）	

委
員
会
に
お
き
ま
し
て
は
、
両
法
律
案
を
一
括
し
て
議
題
と
し
、
復
興

特
別
法
人
税
の
廃
止
の
是
非
と
賃
上
げ
に
向
け
た
実
効
性
の
確
保
、
消
費

税
率
引
上
げ
の
判
断
材
料
と
な
る
具
体
的
な
経
済
指
標
、
租
税
特
別
措
置

の
政
策
効
果
を
検
証
す
る
た
め
の
具
体
的
な
方
策
、
税
理
士
資
格
の
付
与

の
見
直
し
な
ど
税
理
士
制
度
の
今
後
の
在
り
方
、
地
方
法
人
課
税
の
見
直
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し
の
意
義
等
に
つ
い
て
質
疑
が
行
わ
れ
ま
し
た
が
、
そ
の
詳
細
は
会
議
録

に
よ
っ
て
御
承
知
願
い
ま
す
。

質
疑
を
終
了
し
、
討
論
に
入
り
ま
し
た
と
こ
ろ
、
民
主
党
・
新
緑
風
会

を
代
表
し
て
礒
崎
哲
史
委
員
、
日
本
共
産
党
を
代
表
し
て
大
門
実
紀
史
委

員
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
両
法
律
案
に
反
対
す
る
旨
の
意
見
が
述
べ
ら
れ
ま
し

た
。討

論
を
終
了
し
、
順
次
採
決
の
結
果
、
両
法
律
案
は
い
ず
れ
も
多
数
を

も
っ
て
原
案
ど
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
い
た
し
ま
し
た
。

な
お
、所
得
税
法
等
改
正
案
に
対
し
附
帯
決
議
が
付
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

○
附
帯
決
議（
平
成
二
六
年
三
月
二
〇
日
）

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一　

本
年
四
月
に
消
費
税
率
八
パ
ー
セ
ン
ト
へ
の
引
上
げ
が
実
施
さ
れ
る

こ
と
に
伴
い
、
消
費
税
の
転
嫁
対
策
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
実
態
調

査
等
の
実
施
と
転
嫁
状
況
の
把
握
を
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
買
い
た
た

き
な
ど
の
転
嫁
拒
否
等
の
行
為
に
対
し
て
は
、
関
係
省
庁
間
の
緊
密
な

連
携
体
制
の
下
、
監
視
・
取
締
り
を
一
層
強
化
す
る
な
ど
、
今
後
と
も

中
小
企
業
者
等
が
消
費
税
を
円
滑
か
つ
適
正
に
転
嫁
で
き
る
よ
う
万
全

な
対
策
を
講
ず
る
こ
と
。

一　

税
制
の
公
平
性
等
を
確
保
す
る
た
め
、
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態

調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
を
踏
ま
え
、
適
用
実
績
の
把
握
と
効
果

の
検
証
を
十
分
に
行
う
と
と
も
に
、効
果
が
不
明
確
な
も
の
等
は
縮
減
・

廃
止
す
る
な
ど
、
租
税
特
別
措
置
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
推
進
す
る
こ

と
。

一　

高
水
準
で
推
移
す
る
申
告
件
数
及
び
滞
納
税
額
、
経
済
取
引
の
国
際

化
・
広
域
化
・
高
度
情
報
化
に
よ
る
調
査
・
徴
収
事
務
等
の
複
雑
化
に

加
え
、
近
年
の
国
税
通
則
法
の
改
正
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
伴

う
税
制
改
正
へ
の
対
応
な
ど
に
よ
る
事
務
量
の
増
大
に
鑑
み
、
適
正
か

つ
公
平
な
課
税
及
び
徴
収
の
実
現
を
図
り
、
歳
入
を
確
保
す
る
た
め
、

定
員
の
確
保
、
国
税
職
員
の
職
務
の
困
難
性
・
特
殊
性
を
適
正
に
評
価

し
た
給
与
水
準
の
確
保
な
ど
処
遇
の
改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環

境
の
整
備
に
特
段
の
努
力
を
払
う
こ
と
。

　
　

右
決
議
す
る
。


